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研究成果の概要（和文）：本研究は最新のネットワーク理論の成果をふまえ、企業間の戦略的

R&Dネットワーク形成について米国のＩＴ産業を対象に実証分析をおこなった。その結果、企
業間で R&D 提携が形成される際の原動力として(1)Closure Preference および(2) Preferential 
Attachment という選好が見られることが統計的に明らかになった。さらに、発明家の転職行動
を Job Searchモデルにより定式化し、理論的に予想される仮説を米国の特許データベースに基
づき検証した。分析結果から、企業の R&D 活動に関する特許の生産性を高めるためには共同
研究のネットワークを介した知識の移転が大きな役割を果たしていることが明らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）：In this study, I provided an empirical analysis of evolving networks of 
successful R&D collaboration in IT industry in the United States. Firstly, I analyzed the effect of 
existing network structure in the process of new R&D collaboration formation. I controlled for 
unobserved similarities among firms based on community structures with the network, and found a 
significant cyclic closure and preferential attachment effects. Secondly, I estimated the effect of patent 
inventors’ collaboration networks on their productivity and mobility using U.S. patent application 
database. It is found that networked inventors are more productive and have longer tenure than 
non-networked inventors as the standard on-the-job-search model predicts. These results are consistent 
with the job search and match hypothesis between inventors and firms through collaboration networks.  
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１．研究開始当初の背景 
	
 近年，研究開発内容の複雑化・高度化に伴
い、企業内のクローズな自前主義的研究開発

から企業間のオープンなネットワーク型の
研究開発へ移行する動きが見られている。こ
れに呼応するように政策当局においても産
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業クラスター政策に見られるような研究開
発の外部連携を促進する政策が積極的に進
められている．しかしながら，従来の実証研
究は事例的分析が中心であり、詳細なミクロ
データを用いた定量的な分析は少ない。また、
定量的研究についても、ほとんどが実態調査
による横断面的な提携状況の共時的把握に
とどまり、動的に発生する企業の研究開発提
携行動についての通時的分析はほとんど存
在しない。 
 
２．研究の目的 
	
 本研究では、ネットワーク理論分析の最新
の成果をふまえ，Ｒ＆Ｄネットワークにおけ
る戦略的提携に注目し、企業の連鎖的な研究
開発提携行動に関して実証分析を行う。さら
に、社会学、物理学、および計算科学の関連
分野からも最新の理論・実証分析の成果を取
り入れ，精緻な実証分析により企業の研究開
発提携ネットワーク形成メカニズムを明ら
かにする。 
 
３．研究の方法 
	
 本研究では、まず、全米経済研究所(National 
Bureau of Economic Research)が公開している
特許引用データベースおよび米国特許商標
局(U.S. Patent Office) の保有している Patents 
BIB データベースから，特許記載の研究者を
追跡し，共同研究者が存在する企業間で提携
のリンクデータを構築している。その上で、
Ｓ＆Ｐ社の COMPUSTAT データベースおよ
び Thomson and Reuters社の SDC Platinumデ
ータベースから得られる企業属性（Ｒ＆Ｄ規
模，株価等）をＲ＆Ｄ提携のデータと連結す
ることで企業提携に関するパネルデータセ
ットを得た。 
	
 そのデータセットをもとに，アメリカの IT
産業を対象にして、前期のネットワーク構造
を所与としたときに，今期に企業が新たにＲ
＆Ｄ提携を開始または解消する条件付き確
率企業を決定する構造モデルを推定してい
る。この推定方法は Kossinets and Watts (2006) 
が大規模な社会ネットワークの構造の動態
分析に援用した最新の方法であり，この方法
をＲ＆Ｄネットワーク構造の分析に適用し
た例はない。 
	
 さらに前述の全米経済研究所公開の特許
引用データベースから特許記載の研究者を
Trajetenberg Shiff and Melamed (2006)が開発し
た Computer Matching Procedure法により識別
し、各発明家の企業在籍履歴を追跡すること
で、発明家の在籍企業に関する詳細な個票デ
ータを構築することに成功した。そのデータ
セットをもとに、研究者の共著ネットワーク
が研究者の転職行動にあたえる影響につい
て実証分析を行った。 
	
 その実証分析に先立ち、研究者の転職行動

のモデルとして Jovanovic(1980)および Simon 
and Warner(1992)により Job Search and 
Matching Modelを構築し、特許発明家の転職
行動についての定性的な理論分析を行って
いる。 
 
４．研究成果 
（１）企業間の R&Dネットワーク形成 
	
 データ解析の結果、アメリカ合衆国の IT
産業の R＆Dネットワークは以下の図１のよ
うに発達していったことが明らかになった。 
 
図１：IT産業のＲ＆Ｄネットワークの変遷 

 

 
	
 
ネットワーク統計量の分析としては以下の
表 1のような結果が得られている。	
 
	
 
この分析の結果、時間を通じて(1)拡大傾向に
あり(2) 短い鎖でつながる傾向にあり、(3)局
所的に集積し(4)不均一になる傾向があきら
かになった。 



表１：R&Dネットワーク統計量 

 

 
 
さらに、企業間の R&D 提携確率を以下のモ
デルに従って定式化し、提携の尤度に与える
影響について分析した。 

 

	
 ここで

€ 

Gij (t)は企業 iと j間に期間 tでR&D
提携が生じたことを示すダミー変数である。
また

€ 

uij (t)は企業 iが企業 jと R&D 提携した
ことで得る期待利得であり、

€ 

uij (t) > 0のとき
実際にR&D提携が行われると仮定している。
この際、

€ 

uij (t) > 0となる確率は以下の式で定
式化されている。 
 

 
 
式中

€ 

Fは logistic累積密度関数であり、

€ 

Wijは
企業 iおよび企業 jの属性、

€ 

η jは企業 jのR&D
提携数、

€ 

dij
k−1は k度の cyclic closureダミーを

表す。この定式化においてパラメータ

€ 

λは

preferential attachment 選好の大きさを表し、

€ 

ρkは cyclic closure effectの大きさを表してい
る。 
 
	
 主要な推定結果は以下の表２で表される。 
 
表２：R&D提携モデル推定結果 

 
 
	
 この推定結果から企業間で	
 R＆D が形成
される際の原動力として(1)Closure Preference
および(2)Preferential Attachmentという選好が
みられることが統計的に明らかになってい
る。これらの企業の選好は上記の ITネットワ
ーク成長を特徴づける要因であることが明
らかになった。 
 
（２）R&D生産性を高める発明家の転職行動
について 
	
 まず、Job Search and Matching Modelによる
理論分析から、共著者ネットワークを使って
転職した発明家は、共著者ネットワークを使
わずに転職した発明家に比べて、在籍期間が
長く、生産性が高くなることが示されている。
さらに、その生産性の有意性は時間とともに
逓減するということが予想される。これは共
著者ネットワークを通じて Job Matchに関す



る情報を事前に入手することが可能となり、
Job Matchの向上を通じて、発明家の生産性の
上昇と在籍期間の延長がもたらされるため
と解釈される。 
	
 上記の理論モデルから導かれる命題を、上
述の発明家の在籍企業に関する個票データ
で検証した。 
	
 発明家の転職後の在籍期間については、ノ
ンパラメトリック duration 分析を行うことで
検証した。結果は以下の図２に要約される。 
 
図２：発明家在籍間ノンパラメトリック推定
結果(共著ネットワーク使用者・非使用者) 

 
	
 上記の図において明らかなように共著者
ネットワークを利用して転職した発明家(実
線)はネットワークを利用せずに転職した発
明家(波線)よりも有意に転職後の在籍期間が
長くなることが明らかにされている。 
	
 さらに転職ネットワークが生産性に与え
る影響については、以下の定式化による
Poisson回帰を行うことで検証した。 

 

ここで

€ 

Piftは発明家 iと企業 fの期間 t に発表
した特許数(整数)となっている。また、

€ 

Xiftは
発明家 iと企業 fの期間 tにおける属性変数で
あり、

€ 

NETifは発明家 iが企業 fに転職した際
に共著者ネットを使ったかどうかを示すダ
ミー変数であり、共著者ネットワークを使っ
た場合には 1、それ以外の場合には 0 であた
えられる。パラメータ

€ 

ρは共著者ネットワー
クの使用が生産性に与える影響を計る指標
と解釈される。 
	
 推定結果は以下の表３で与えられている。
観察されない属性を考慮するために固定効
果分析を行っている。 
	
 推定結果から、共著者ネットワークを使っ
た転職と使わなかった転職では、前者は後者
に比べて有意に発明特許についての生産性
が高くなることが発見されている。 
 

表３：共著者ネットワークが生産性に与える
影響(Poisson回帰推定結果) 
 

 
 
	
 さらにその生産性に与える影響が転職後
の期間とともにどのように変化するかにつ
いて図示したものは以下図３により、与えら
れている。 
	
 図から明らかなように、共著者ネットワー
クの生産性に与える影響は転職後の期間と
ともに低下し、理論モデルが予想する結果と
合致することが明らかにされた。 
 
図３：共著者ネットワークが生産性に対する
効果

€ 

ρと在籍期間の関係 

 
 以上の分析より、企業の R&D活動に関する
特許の生産性を高めるためには共同研究者
のネットワークを介した知識および技術の
移転が大きな役割を果たしていることが明
らかになった。 
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